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本論文は、5 章(第 1 章:はじめに、第 2 章:方法、第 3 章:結果、第 4 章:考察、











Mann-Whitney U 検定、メディエーション分析を用いた。 
第 3 章では、結果について述べた。対象者は、平均年齢 46.3±7.5 歳で、男性
が 76.2%を占めた。対象者の身体活動量の平均は、1,818 メッツ･分/週であり、2
割が推奨身体活動量を満たしていた。職種は開発職が 30.6%、役職者は 38.4%で
あった。勤務状況は、直近 1 ヶ月の時間外労働時間がほとんどない者が 38.8%
を占め、仕事の負担は、精神的負担ありと回答した者が 66.2%、身体的負担あり
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とが明らかにされている(Paffenbarger, 1986; Williams, 2001; Sone, 2013; 健康日本
21 企画検討会他, 2000; 厚生労働省, 2013)。一方、世界的に身体活動不足が蔓延




が示された(World Health Organization, 2010)。日本では、国民健康･栄養調査の結
果が公表されており、運動習慣者 2は男性 37.8%、女性 27.3%に留まること(図 1)、
また、年齢階級別では男女とも 20 歳台がもっとも低く、50 歳台までは 30%に満
たないという結果が明らかにされている(厚生労働省, 2015) (図 2)。1 日平均歩数
においても、男性 7,193 歩、女性 6,227 歩という結果が示されており、この 10









                                                 
1 Non Communicable Diseases, NCDs 













構築するもの」であったと位置づけられている(健康日本 21 企画検討会ほか, 
2000) 。この流れを受けて、1978 年には第 1 回プライマリ･ヘルス･ケアに関す
る国際会議がソ連のアルマ･アタで開催され、アルマ･アタ宣言が採択された




















































始めることに関心がないこと(Stephens et al., 1987)、労働者の一部は身体活動実
践に高い関心を寄せすでに活動的な生活を送っているが、大多数の労働者は座
位中心の生活を送り低い身体活動を活動的なものへと変化させることへの関心



















準は、強度が 3 メッツ以上の身体活動を 23 メッツ･時/週行うことである。歩行
またはそれと同等以上の強度の身体活動を毎日 60 分以上行うことに相当する
(厚生労働省, 2013)。また、18-64 歳の運動量の基準は、強度が 3 メッツ以上の運
動を 4 メッツ･時/週行うことである。息が弾み汗をかく程度の運動を毎週 60 分
行うことに相当する(厚生労働省, 2013)。国際的には 3〜6 メッツの身体活動を週











  1.5 身体活動に関連する要因および身体活動の介入に関する先行研究 






Kirk et al. (2011)は、勤労者を対象に余暇の身体活動をアウトカムとした決定要因
のレビューを行い、職種は余暇の身体活動に影響を与えるが、身体活動の総量
に影響を与えなかったと報告している。また、仕事上の精神的なストレス、時










ングなどが想定される。Rhodes et al. (2010)は、健康な成人を対象に、行動変容
と関連する媒介要因を介した身体活動の決定要因のレビューを行い、セルフ･エ
フィカシー、結果期待、社会的要因、自己調整のうち、自己調整だけが身体活
動の媒介要因となる可能性があると報告している。Liza et al. (2002)は、大学生を
対象に８週間の前向き研究を実施し、社会認知的変数の変化を調査した。その
結果、自己調整変数が身体活動量とセルフ･エフィカシーの間を媒介していたと
報告している。Eileen et al. (2007)は、教会に通ってくる成人を対象に社会認知的
変数の調査を実施し、自己調整が身体活動のメディエーターとして高い関連を
示したことを報告した。Lewis et al. (2002)は、行動科学に基づく身体活動、運動
の介入に関するレビューにおいて、行動変容ステージモデルにおける変容プロ
セスのうち、行動的プロセスの利用の増加が身体活動•運動行動の増加と関連す




Dishman et al. (1998)は、職域の身体活動促進の介入に関するレビューを行い、運







Conn et al. (2009)は、職域の身体活動介入のメタ分析をより包括的な手法を用い
て行った。その結果、職域の身体活動介入は、健康と仕事関連のアウトカムの
































































考えられているためである(竹中, 2002a; Stuifbergen et al., 1994)。 







ランスセオレティカル･モデル (以下、行動変容ステージモデル )である 
(Prochaska et al., 1983)。行動変容ステージモデルは、行動に対する個人の準備性
に応じて強調する介入内容を変化させる必要があるとする点が特徴的であり、
行動変容ステージ･行動変容の過程･意思決定バランス･セルフ･エフィカシーの
四つの構成要素からなる包括的モデルである(Prochaska et al., 1983)。 
1.6.2.1 行動変容ステージ 














る(Prochaska et al., 1983)。行動変容の過程には 10 の過程があり、認知的過程と

































































































法一つが Sobel 検定である(Sobel, 1982)。Sobel 検定では、以下の式(1)から、図 5
の(a)×(b)の標準誤差𝜎𝜎𝑎𝑎𝑎𝑎を算出して検定する。(a)は独立変数と従属変数の回帰式
での回帰係数を示し、(b)は独立変数に媒介変数を加えた回帰式での回帰式での
回帰係数を示す。                                             𝜎𝜎𝑎𝑎𝑎𝑎 =
�𝑎𝑎2𝜎𝜎𝑎𝑎
2 + 𝑏𝑏2𝜎𝜎𝑎𝑎2                     ･････(1) 
𝜎𝜎𝑎𝑎と𝜎𝜎𝑎𝑎はともに(a)と(b)の標準誤差である(村山, 2009)。 
                      
𝑧𝑧 =  𝑎𝑎×𝑎𝑎
𝜎𝜎𝑎𝑎𝑎𝑎
                        ･････(2) 
(2)で求めた z の値の両側検定の結果の p 値が 0.05 未満であれば有意差ありと
考える。 
 



















 職種、役職、直近 1ヶ月の時間外労働時間、仕事の負担状況(出張に伴う 
 負担、精神的負担、身体的負担)、運動のソーシャルサポート 
心理的要因： 
   運動セルフ･エフィカシー、運動の意思決定バランス、1日 1万歩に対する 











某企業に勤務する従業員のうち、2012 年 5 月から 2012 年 7 月に開催された










































であり、世界 12 ヶ国の 14 のセンターにおいて、標準化された方法で信頼性と
妥当性が検証されている(Craig et al., 2003)。日本では、村瀬訓生ほかにより信頼
性妥当性が検証されている(村瀬ほか, 2002)。IPAQ の SV では、平均的な 1 週間




時の何倍に相当するかを表す単位である。IPAQ の SV では、身体活動のメッツ
を、高強度(8 メッツ)、中等度(4 メッツ、歩行を除く)、歩行、座ったまま過ごす
生活の 4 段階に分類している。歩行は、呼吸が乱れる速さ(5 メッツ)、息がはず
む速さ(3.3 メッツ)、ゆったり(2.5 メッツ)の 3 段階の強度に細分されている。算
出した 1 週間あたりの身体活動量は、2004 年に公表された Guidelines for Data 
Processing and Analysis of the International Physical Activity Questionaire (IPAQ) 
Short Form, Version2.0 April 2004 (IPAQ Research Committee, 2004)に従い分類した。
本ガイドラインでは身体活動を、Inactive (以下、不活動群)、Minimally Active (以
下、低活動群)、HEPA[health-enhancing physical activity] active (以下、充足活動群)







る。この群に属する人は、a)1 日に 20 分以上の激しい運動を、少なくとも週 3
日以上実施している、b)1 日に 30 分以上の中等度の運動もしくは歩行を、少な
くとも週 5 日以上行っている、c)どのような運動の組み合わせでも良いが、少な










では、「不充足活動群」と「充足活動群」の 2 群の分類による分析を行った。 
2.3.3 心理的要因の把握 










点 1)から「かなりそう思う」(得点 5)までの 5 段階のリッカート尺度を用いた。
運動セルフ･エフィカシー尺度の各項目に対する回答の得点を合計して、運動セ










ルフ･エフィカシー得点「20 点未満群」と「20 点以上群」の 2 群の分類による
分析を行った。 
2.3.3.2 1 日平均 1 万歩に対する行動変容ステージ 
本イベントの共通目標は、「イベント期間中の 1 日平均歩数が 1 万歩を超える
こと」であった。そのため、設問では、推奨の身体活動量を超えることではな
く、1 日平均歩数が 1 万歩を超えることに対する準備性を問う構成とした。設問
は、無関心期「目標歩数を定めることに関心がない」、関心期「目標歩数を決め
ているが 1日 1万歩より少ない」、準備期「今回の参加で 1日 1万歩を超えたい」、
実行期「すでに 1 日 1 万歩を超えている(6 ヶ月未満)」、維持期「すでに 1 日 1
万歩を超えている(6 ヶ月以上)」とし、参加者の気持ちに最も近いものを一つ選
択させた。分析では、無関心期の得点 1 から維持期の得点 5 までの 5 段階のリ






が作成した運動に対する意思決定バランス尺度を用いた(岡ほか, 2003c) (表 5)。
これは、運動の意図から実践に至るまでの過程に関する「人」の恩恵と負担の
知覚を調査する尺度で、恩恵 10 項目、負担 10 項目の設問で構成されている。
各設問の回答には、「全くそう思わない」(得点 1)から「かなりそう思う」(得点














る。これは、恩恵と負担それぞれの Z 得点と T 得点を用いて算出した。Z 得点
は、意思決定バランス得点から全対象者の平均値を減じた値を全対象者の標準
偏差で除す〔(意思決定バランス得点-全対象者の平均値)/全対象者の標準偏差〕
ことにより求めた。T 得点は、Z 得点に 10 を乗じ、50 を加えた値(Z 得点×10+50)
である。T 得点に変換した「意思決定バランス(恩恵) T 得点」から「意思決定バ
ランス(負担)T 得点」を減じた値が、意思決定バランス(恩恵-負担)T 得点である。
群間比較では、意思決定バランス(恩恵-負担)T 得点が「10 点未満群」と「10 点












回答した人は、分析の際、個人目標の要素数 0 とカウントした。 
2.3.4.2 健康手帳の登録状況 
健康手帳の登録状況の把握のために、その登録頻度を調査した。設問では、「1
日 2 回程度」、「1 日 1 回程度」、「2 日に 1 回程度」、「3 日に 1 回程度」、「4 日に 1 




2.4.1 各 2 変量間の相関の強さの評価 
対象者の身体活動量、心理的要因のうち運動セルフ･エフィカシー得点および







2.4.2  1 日平均 1 万歩に対する行動変容ステージ 2 群間の比較 





Mann-Whitney U 検定を行った。 





評価するため、Mann-Whitney U 検定を行った。 
2.4.4  自己調整各 2群間の比較 
個人目標「なし」と「あり」の 2 群で、身体活動量、運動セルフ･エフィカシ
ー得点、1 日 1 万歩の行動変容ステージ、意思決定バランス(恩恵-負担)T 得点の
各 2 群間の分布が異なるかどうかを評価するためカイ二乗検定を行った。 
個人目標の要素各 5 項目の「なし」と「あり」の 2 群で、身体活動量、運動
セルフ･エフィカシー得点、1 日 1 万歩の行動変容ステージ、意思決定バランス(恩
恵-負担)T 得点の各 2 群間の分布が異なるかどうかの群間比較を行うため、カイ
二乗検定を行った。 
健康手帳の登録「1 日 1 回未満」と「1 日 1 回以上」の 2 群で、身体活動量、
運動セルフ･エフィカシー得点、1 日 1 万歩の行動変容ステージ、意思決定バラ
ンス(恩恵-負担)T 得点の各 2 群間の分布が異なるかどうかの群間比較を行うた
め、カイ二乗検定を行った。 
個人目標「なし」と「あり」の 2 群で、健康手帳の登録「1 日 1 回未満」と「1


































対象者の基本属性を表 7 に示した。平均年齢は 46.3±7.5 歳(男性 47.9±6.5 歳、
女性 41.4±8.5 歳)で、男性は 76.2%、女性は 23.8%であった。既婚者が 77.6%を占
めた。教育歴は大卒以上が 6 割以上であり、過去になんらかの運動経験がある
者が 72.2%、現在ジムなどの運動施設を利用している者は 32.0%であった。通勤
は、片道の通勤時間が 60 分を超えると回答した者が 62.3%で、通勤中の片道徒
歩時間が 30 分を超えると回答した者は 32.7%であった。職種は、ソフトウエア
やハードウエアの開発職が最も多く 30.6%で、次に多かったのは事務職の 27.0%
であった。また、回答者のうち役職者は、38.4%を占めた。勤務の状況は、質問






対象者の身体活動量の概略を、表 8、図 4 に示した。1 週間あたりの身体活動
量の平均は、1,818±1,321 メッツ･分/週で、25%点が 900 メッツ･分/週、75%点が
2,442 メッツ･分/週であった。IPAQ の分析手法を使った身体活動の分類結果を、
表 9 に示した。健康づくりに必要な身体活動量を十分に満たしている充足活動





担)T 得点 (0.0±16.2)、運動ソーシャル･サポート得点(15.9±4.4)であった。表 12
に示した通り、1 日 1 万歩の行動変容ステージの分布は、「前期群」が 63 人、「後


























果を、表 13 に示した。役職者は、年齢が有意に高く(中央値=51, p<0.001)、身体
活動量も有意に多かった (中央値=1916, p<0.001)。心理要因では、役職者は意思








人目標を設けた人は 187 人(66.5%)で、個人目標が 2 個以上だった人は 69 人




15 に示した。個人目標「なし」と「あり」の 2 群で、身体活動の「不充足活動
群」および「充足活動群」の分布に有意な差は認められなかった(p=0.119)。 













バランス(恩恵-負担)T 得点が「10 点以上群」の者の割合が有意に高かった 
(p=0.013)。 
健康手帳の登録が「1 日 1 回未満」と「1 日 1 回以上」の 2 群で、運動セルフ･
エフィカシー得点、意思決定バランス(恩恵-負担)T 得点、行動変容ステージ、の
分布の違いをカイ二乗検定で調べた結果を、表 20、表 21、表 22 に示した。健
康手帳の登録頻度の違いと運動セルフ･エフィカシー得点 2 群および意思決定バ
ランス(恩恵-負担) T 得点 2 群間の分布に、有意な差は認められなかった。一方、







3.7  自己調整スキルと対象者の社会的特性 2 群の比較 
年齢、直近１ケ月の時間外労働時間、片道通勤時間（総時間および徒歩時間）、
運動施設の利用頻度について、個人目標の要素数、健康手帳の登録頻度との相











個人目標が「なし」と「あり」の 2 群で、健康手帳の登録が「1 日 1 回未満」
と「1 日 1 回以上」の 2 群の分布に違いがあるかどうかをカイ二乗検定で調べた
結果を、表 23 に示した。個人目標が「あり」の群は「なし」の群よりも、健康





るかどうかを調べたメディエーション分析の結果を、表 24 に示した。第 1 段階
の回帰分析の結果では、個人目標の要素数は、媒介変数としての運動セルフ･エ
フィカシー得点との間に有意な関連を認めた(回帰係数=1.05, p<0.001)。第 2 段階
の回帰分析の結果は、個人目標の要素数は、従属変数としての身体活動量との











カイ二乗検定で調べた結果を、表 25 に示した。個人目標の要素に、3kg 減量す
るなどの「到達目標」が「ある」と回答した人は 103 人(56.0%)で最も多かった。




体活動の 1 回量」が「ある」と回答した人で 67 人(36.4%)であった。そのうち、
充足活動群に該当した人は 21 人(31.3%)であり、「身体活動の 1 回量」が「ない」
群と比べ、充足活動群の割合が高い傾向にあった(p=0.070)。3 番目に多かったの
は「身体活動の実施頻度」が「ある」と回答した人で 62 人(33.7%)であった。そ




(恩恵-負担)T 得点、行動変容ステージの各 2 群間の分布に違いがあるかどうかを、
カイ二乗検定で調べた結果を、表 26、表 27、表 28 に示した。「身体活動の 1 回




























有意に高く、意思決定バランス(恩恵-負担) T 得点の「10 点以上群」が有意に高
かった。これらのことから、勤労者において身体活動の目標を持つことは、身
体活動が増えることに直接的な関連はないが、身体活動実行の意欲や認識の正













と「1 日 1 回以上群」の分布が異なるかどうかを分析したカイ二乗検定の結果か




























































活動群」が多い傾向があった。これは、1 日 1 万歩の行動変容ステージ「後期群」
の身体活動の確保に、自己コントロールとしての目標設定や健康手帳の登録が
関与していること、個人目標では「身体活動の 1 回量」の関連が特に高いこと










































































組んでいる事業所の割合が高くなること、また、300 人以上の規模では 8 割を超
えると報告されていることから、健康づくりに対する関心が職域全体に広がっ













































第四に、個人目標が「ある」人では、健康手帳の登録が「1 日 1 回以上」の人
が有意に多かったが、健康手帳の登録が「1 日 1 回以上」の人と身体活動の「充
足活動群」の間に有意な関係を認めなかった。 

















































図 1 20 歳以上の運動習慣のある者の割合の年次推移(2005~2015 年) 








図 2 20 歳以上の運動習慣のある者の割合(性、年齢階級別) 








図 3 20 歳以上歩数平均値の年次推移(2005 年～2015 年) 

























































































































計 100.0 45.2 (100.0) (5.0) (11.2) (33.1) (3.1) (46.1) (9.4) (15.8) (23.3) (21.9) (19.1) (0.1) 54.8  
(企業規模)   
              
 
5,000人以上 100.0 69.9 (100.0) (9.4) (28.9) (24.3) (3.8) (73.7) (11.8) (13.3) (37.9) (21.1) (18.8) (0.2) 30.1  
1,000 ～4,999人 100.0 67.7 (100.0) (11.5) (20.9) (31.5) (1.4) (62.3) (10.5) (21.7) (33.3) (28.3) (14.2) (  -) 32.3  
  300 ～  999人 100.0 57.5 (100.0) (6.9) (12.6) (38.7) (1.8) (40.4) (7.3) (19.3) (27.3) (22.0) (27.7) (0.0) 42.5  
  100 ～  299人 100.0 50.4 (100.0) (5.3) (8.2) (26.3) (2.4) (44.7) (11.5) (20.9) (13.0) (26.4) (12.6) (0.0) 49.6  
   50 ～   99人 100.0 40.5 (100.0) (1.2) (5.6) (43.4) (2.1) (37.2) (8.6) (14.1) (16.2) (23.3) (16.1) (0.3) 59.5  
   30 ～   49人 100.0 39.7 (100.0) (0.5) (4.1) (31.6) (3.0) (34.7) (7.0) (12.6) (22.7) (18.8) (24.0) (  -) 60.3  
   10 ～   29人 100.0 31.3 (100.0) (1.0) (3.1) (35.6) (5.2) (35.3) (8.7) (10.2) (17.5) (16.3) (20.4) (  -) 68.7  










弾むような活動を意味します。以下の質問では、1 回につき少なくとも 10 分間以上
続けて行う身体活動についてのみ考えて、お答え下さい。 
 
質問 1a 平均的な 1 週間では、強い身体活動(重い荷物の運搬、自転車で坂道を上る
こと、ジョギング、テニスのシングルスなど)を行う日は何日ありますか？  
⬜ 週  日、⬜ ない (→質問 2a へ) 
質問 1b 強い身体活動を行う日は、通常、1 日合計してどのくらいの時間そのよう
な活動を行いますか？  
□ 1 日  時間  分  
質問 2a 平均的な 1 週間では、中等度の身体活動(軽い荷物の運搬、子供との鬼ごっ
こ、ゆっくり泳ぐこと、テニスのダブルス、カートを使わないゴルフなど)を行う日
は何日ありますか？歩行やウォーキングは含まないでお答え下さい。 
⬜ 週  日、⬜ ない (→質問 3a へ) 
質問 2b 中等度の身体活動を行う日は、通常、1 日合計してどのくらいの時間その
ような活動を行いますか？    
□ 1 日  時間  分 
質問 3a 平均的な 1 週間では、10 分間以上続けて歩くことは何日ありますか？ここ
で、歩くとは仕事や日常生活で歩くこと、ある場所から場所へ移動すること、ある
いは趣味や運動としてのウォーキング、散歩など、全てを含みます。 
⬜ 週  日、⬜ ない (→質問 4a へ) 
質問 3b そのような日には、通常、1 日合計してどのくらいの時間歩きますか？ 
⬜    時間  分 
質問 3c 通常どのような速さで歩きますか？  







ますか？   
□ 1 日  時間  分 
質問 4b 休日には、通常、1 日合計してどのくらいの時間、座ったり寝転んだりし
て過ごしますか？    
□ 1 日  時間  分 








活動内容 活動強度 速度 Mets 
すべて 
高強度  8 




































































表 6 板倉ほかのソーシャルサポート尺度の項目内容 








表 7  対象者の基本属性(その 1) 
  
項目 全体(%)  男性(%)  女性(%)  
N (%) 281(100.0) 214(76.2) 67(23.8) 
年齢(平均±標準偏差) 46.3±7.5 47.9±6.5   41.4±8.5 
最終学歴    
高等学校  33(11.7) 24(11.2) 9(13.4) 
 高等専門学校 29(10.3) 27(12.6) 2(3.0) 
 短期大学 23(8.2) 4(1.9) 19(28.4) 
 大学 166(59.1) 136(63.6) 30(44.8) 
 大学院 24(8.5) 19(8.9) 5(7.5) 
 その他 6(2.1) 4(1.9) 2(3.0) 
配偶者    
 なし 63(22.4) 35(16.4) 28(41.8) 
 あり 218(77.6) 179(83.6) 39(58.2) 
乳幼児の扶養    
 なし 242(86.1) 183(85.5) 59(88.1) 
 あり 39(13.9) 31(14.5) 8(11.9) 
ジムやトレーニング施設利用(頻度)    
 全く利用しない 191(68.0) 153(71.5) 38(56.7) 
 数ヶ月に 1 回 19(6.8) 16(7.5) 3(4.5) 
 月 1 回程度 9(3.2) 7(3.3) 2(3.0) 
月 2〜3 回程度 15(5.3) 10(4.7) 5(7.5) 
週 1 回 21(7.5) 14(6.5) 7(10.4) 
週 2 回 14(5.0) 6(2.8) 8(11.9) 
週 3〜5 回 10(3.6) 6(2.8) 4(6.0) 
週 6 回以上 2(0.7) 2(0.9) 0(0.0) 
学生時代運動経験    
なし 78(27.8) 53(24.8) 25(37.3) 
1～4 年未満 63(22.4) 48(22.4) 15(22.4) 
4〜7 年未満 92(32.7) 76(35.5) 16(23.9) 





表 7  対象者の基本属性(その 2)    
項目 全体(%)  男性(%)  女性(%)  
通勤時間(片道)    
60 分未満 106(37.7) 70(32.7) 36(53.7) 
60 分以上 175(62.3) 144(67.3) 31(46.3) 
通勤徒歩時間(片道)    
 30 分未満 189(67.3) 139(65.0) 50(74.6) 
30 分以上 92(32.7) 75(35.0) 17(25.4) 
職種    
開発 86(30.6) 70(32.7) 16(23.9) 
事務 76(27.0) 48(22.4) 28(41.8) 
営業 25(8.9) 22(10.5) 3(4.5) 
企画 25(8.9) 21(9.8) 4(6.0) 
技術 18(6.4) 15(7.0) 3(4.5) 
その他 51(18.1) 38(17.8) 13(19.4) 
役職    
なし 173(61.6) 110(51.4) 63(94.0) 
あり 108(38.4) 104(48.6) 4(6.0) 
時間外労働時間(直近 1 ヶ月)    
ほとんどない 109(38.8) 63(29.4) 46(68.7) 
10〜45 時間 148(52.7) 131(61.2) 17(25.4) 
45 時間以上 24(8.5) 20(0.4) 4(6.0) 
出張に伴う負担    
なし 258(91.8) 195(91.1) 63(94.0) 
あり 23(8.2) 19(8.9) 4(6.0) 
精神的負担    
なし 95(33.8) 59(27.6) 36(53.7) 
あり 186(66.2) 155(72.4) 31(49.3) 
身体的負担    
なし 219(77.9) 169(79.0) 50(74.6) 





表 8 身体活動量の概略 
 1 週間あたりの身体活動量(メッツ･分/週) 
N 平均±SD 25%点 50%点 75%点 








表 9 IPAQ 分析手法による身体活動の分類 
 
N 
不充足活動群 N(%) 充足活動群 


















中央値 最小値 最大値 
運動セルフ･エフィカシー得点 281 16.3(4.8) 17.0 5 25 
運動の意思決定 
バランス恩恵得点 
281 35.7(6.5) 36.0 10 50 
運動の意思決定 
バランス負担得点 
281 22.9(6.2) 38.8 10 48 
運動の意思決定バランス 
 (恩恵-負担) T 得点 
281 0.0(16.2)   0.6 -62.8 36.4 















身体活動量(メッツ・分/週) − − − − 
運動セルフ･エフィカシー得点 0.43**a − − − 
意思決定バランス(恩恵-負担) T 得点 0.20** 0.51** − − 
運動ソーシャルサポート得点 0.13* 0.25** 0.31** − 
年齢 0.18** 0.12* 0.11 0.01 
直近 1 ヶ月の時間外労働(時間) - 0.05 0.09 0.05 0.13 
通勤時間(片道) 0.10 0.09 0.12* 0.11 
通勤徒歩時間(片道) 0.29** - 0.02 - 0.01 - 0.01 
運動施設の利用頻度 0.22** 0.20** 0.18** 0.11 
個人目標の要素数 0.14* 0.23** 0.24** 0.16* 
健康手帳の登録頻度 0.06 0.05 0.08 0.08 
* p<.05、** p<.01   



















直近 1 ヶ月の時間外労働(時間) 0.01 − −  − − − 
通勤時間(片道) 0.15* 0.06 −  − − − 
通勤徒歩時間(片道) 0.16* 0.03 0.43**  − − − 
運動施設の利用頻度 -0.12* -0.20** 0.04 0.04 − − 
個人目標の要素数 0.10 -0.02 0.06 0.03    0.06 − 
健康手帳の登録頻度  0.04 0.09 0.08 0.04  0.03 0.14* 
* p<.05、** p<.01   




表 12  1 日 1 万歩の行動変容ステージ「前期群」と「後期群」比較（その 1） 
項目 N(%) 
 前期群(%)  後期群(%)   P 値 a 
役職     
なし(主任以下) 112(55.2) 43(38.4) 69(61.6)  
あり(管理職) 91(44.8) 20(22.0) 71(78.0) 0.015 
時間外労働時間(直近 1 ヶ月)     
45 時間未満 184(90.6) 56(30.4) 128(69.6)  
45 時間以上 19(9.4) 7(36.8) 12(63.2) 0.606 
身体活動     
不充足活動群 153(75.4) 56(36.6) 97(63.4)  






表 12 1 日 1 万歩群行動変容ステージ「前期群」と「後期群」の比較（その 2） 
a Mann-Whitney U 検定 
  
項目  N 中央値 P 値 a 
年齢 
前期群 63 46  
後期群 140 49 0.002 
身体活動量(Met・分/週) 前期群 63 1155  
 後期群 140 2079 <0.001 
通勤徒歩時間(片道) 前期群 63 20  
 後期群 140 25 0.002 
運動セルフ・エフェカシー 
得点 
前期群 63 15  
後期群 140 18 0.001 
運動の意思決定バランス 
 (恩恵-負担) T 得点 
前期群 63   -4.5  
後期群 140 5.0 <0.001 
個人目標の要素数 
前期群 63 1  
後期群 140 1 0.001 
健康手帳の登録頻度 
前期群 56 2  
後期群 131 2 <0.001 
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項目 N(%)  なし群  あり群  P 値 a 
1 日 1 万歩の行動変容ステージ     
前期群 63(31.0) 43(68.3) 20(31.7)  
後期群 140(69.0) 69(49.3) 71(50.7) 0.015 
時間外労働時間(直近 1 ヶ月)     
45 時間未満 257(91.5) 165(64.2) 92(35.8)  
45 時間以上 24(8.5) 8(33.3) 16(66.7) 0.004 
身体活動     
不充足活動群 224(79.7) 144(64.3) 80(35.7)  
充足活動群 57(20.3) 29(50.9) 28(49.1) 0.069 
  
 54 
表 13 役職「なし群」と「あり群」の比較（その 2） 
a Mann-Whitney U 検定 
  
項目  N 中央値 P 値 a 
年齢 役職なし群 173 45  
役職あり群 108 51 <0.001 
身体活動量(Met・分/週) 役職なし群 173 1386  
 役職あり群 108 1916 0.017 
通勤徒歩時間(片道) 役職なし群 156 20  
 役職あり群 102 25 0.035 
運動セルフ・エフェカシー 
得点 
役職なし群 173 17  
役職あり群 108 17 0.118 
運動の意思決定バランス 
 (恩恵-負担) T 得点 
役職なし群 173 -0.9  
役職あり群 108 2.7 0.018 
個人目標の要素数 役職なし群 173 20  
役職あり群 108 2 0.136 
健康手帳の登録頻度 役職なし群 173 1  
役職あり群 108 1 0.100 
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表 14 個人目標の要素数 
個人目標の要素数(個)      N (%) 
 0 97(34.5) 
 1 115(40.9) 
 2 46(16.4) 
3 14(5.0) 
 4 6(2.1) 






表 15 個人目標 2 群と身体活動 2 群の関連 
項目  身体活動  
  不充足活動群 充足活動群    
 N (%) N (%) N (%) P 値 a 
個人目標の有無     
なし 94(33.5) 80(85.1) 14(14.9)  






表 16 個人目標 2 群と運動セルフ･エフィカシー得点 2 群の関連 
項目 運動セルフ･エフィカシー得点 
  20 点未満 20 点以上  
 N (%) N (%) N (%) P 値 a 
個人目標の有無     
なし 94(33.5) 75(79.8) 19(20.2)  





表 17 個人目標 2 群と行動変容ステージ 2 群の関連 
項目  行動変容ステージ  
  前期群 後期群  
 N (%)  N (%) N (%) P 値 a 
個人目標の有無     
なし 71(35.0)  28(39.4) 43(60.6)   




表 18 個人目標 2 群と意思決定バランス 2 群の関連 
項目  意思決定バランス (恩恵-負担) T 得点 
 
N (%) 
10 点未満群 10 点以上群  
 N (%) N (%) P 値 a 
個人目標の有無     
なし 94(33.5) 79(84.0) 15(16.0)  





表 19 健康手帳の登録頻度 2 群と身体活動 2 群の関連 
項目      身体活動  
  不充足活動群 充足活動群  
 N (%) N (%) N (%) P 値 a 
健康手帳の登録頻度     
1 日 1 回未満 61(23.6) 50(82.0) 11(18.0)  





表 20 健康手帳の登録頻度 2 群と運動セルフ･エフィカシー得点 2 群の関連 
項目 運動セルフ･エフィカシー得点 
  20 点未満 20 点以上 P 値 a 
 N (%) N (%) N (%)  
健康手帳の登録頻度     
1 日 1 回未満 61(23.6) 48(78.7) 13(21.3)  






表 21 健康手帳の登録頻度 2 群と意思決定バランス(恩恵-負担) T 得点 2 群 
の関連 
項目  意思決定バランス T(恩恵-負担)得点 2 群 
  10 点未満群 10 点以上群  
 N (%) N (%) N (%) P 値 a 
健康手帳の登録頻度     
1 日 1 回未満 61(23.6) 49(80.3) 12(19.7)  







表 22 健康手帳の登録頻度 2 群と行動変容ステージ 2 群の関連 
項目  行動変容ステージ 
  前期群 後期群  
 N (%) N (%) N (%) P 値 a 
健康手帳の登録頻度     
1 日 1 回未満 45(24.1) 21(46.6) 24(53.3)  





表 23 個人目標 2 群と健康手帳の登録頻度 2 群の関連 
項目  健康手帳の登録頻度 
   
  1 日 1 回未満 1 日 1 回以上  
 N (%) N (%) N (%) P 値 a 
個人目標の有無     
なし 83(32.2) 29(34.9) 54(65.1)  











P 値 a 
ステップ 1    
媒介変数 運動セルフ･エフィカシー得点    
    独立変数 個人目標の要素数 1.05 0.267  <0.001 
ステップ 2    
従属変数 身体活動量    
独立変数 個人目標の要素数 181.98 75.550   0.017 
ステップ 3    
従属変数 身体活動量    
独立変数 個人目標の要素数 60.74 71.023 0.393 







表 25 個人目標要素の詳細と身体活動 2 群の関連 
個人目標の詳細  身体活動 
  
N (%) 
不充足活動群 充足活動群  
 N (%)  N (%) P 値 a 
到達目標  
なし 81(44.0) 58(71.6) 23(28.4)  
あり 103(56.0) 83(80.6) 20(19.4)    0.16 
身体活動の 1 回量     
なし 117(63.6) 95(81.2) 22(18.8)  
 あり 67(36.4) 46(68.7) 21(31.3) 0.070 
身体活動の実施頻度     
 なし 122(66.3) 91(74.6) 31(25.4)  
 あり 62(33.7) 50(80.6) 12(19.4)    0.46 
目標達成期限     
 なし 148(80.4) 117(79.1) 31(20.9)  
 あり 36(19.6) 24(66.7) 12(33.3) 0.127 
身体活動の内容     
なし 164(89.1) 126(76.8) 38(23.2)  











20 点未満 20 点以上  
N (%) N (%) N (%) P 値 a 
到達目標     
なし 81(44.0) 55(67.9) 26(32.1)  
あり 103(60.0) 67(65.0) 36(35.0) 0.754 
身体活動の 1 回量     
なし 117(63.6) 82(70.1) 35(29.9)  
あり 67(36.4) 40(59.7) 27(40.3) 0.195 
身体活動の実施頻度     
なし 122(66.3) 84(68.9) 38(31.1)  
あり 62(33.7) 38(61.3) 24(38.7) 0.325 
目標達成期限     
なし 148(80.4) 102(68.9) 46(31.1)  
あり 36(19.6) 20(55.6) 16(44.4) 0.168 
身体活動の内容     
なし 164(89.1) 107(65.2) 57(34.8)  





表 27 個人目標要素の詳細と意思決定バランス(恩恵-負担) T 得点 2 群 
の関連 






意思決定バランス(恩恵-負担) T 得点 
10 点未満 10 点以上  
N (%) N (%) P 値 a 
到達目標     
なし 81(44.0) 62(76.5) 19(23.5)  
あり 103(60.0) 66(64.1) 37(35.9) 0.077 
身体活動の 1 回量     
なし 117(63.6) 85(72.6) 32(27.4)  
あり 67(36.4) 43(64.2) 24(35.8) 0.247 
身体活動の実施頻度     
なし 122(66.3) 88(72.1) 34(27.9)  
あり 62(33.7) 40(64.5) 22(35.5) 0.312 
目標達成期限     
なし 148(80.4) 104(70.3) 44(29.7)  
あり 36(19.6) 24(66.7) 12(33.3) 0.689 
身体活動の内容     
なし 164(89.1) 112(68.2) 52(31.7)  










前期群 後期群  
  N (%) N (%) P 値 a 
到達目標     
なし 62(47.0) 14(22.6) 48(77.4)  
あり 70(53.0)   21(30.0) 49(70.0) 0.430 
身体活動の 1 回量     
なし 82(62.1) 28(34.1) 54(65.9)  
あり 50(37.9) 7(14.0) 43(86.0) 0.014 
身体活動の実施頻度     
なし 87(65.9) 26(29.9) 61(70.1)  
あり 45(34.1) 9(20.0) 36(80.0) 0.299 
目標達成期限     
なし 108(81.8) 31(28.7) 77(71.3)  
あり 24(18.2) 4(16.7) 20(83.3) 0.309 
身体活動の内容     
なし 118(89.4) 34(28.8) 84(71.2)  
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  分析結果は、今後の N 社グループの健康増進施策の企画立案に活用させて頂
きます。その他、健康関連の学会、学術論文等でも使用されることがあること
をご了承ください。 
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設問 1 (必須) : 
あなたの社員番号を入力してください。(記入例:0123456) 
 




設問 3 (必須) : 
あなたの身長を教えてください(記入例:170.5) 
  (    )cm 
設問 4 (必須) : 
イベント開始時点のあなたの体重を教えてください(記入例:62.3) 
 (    )kg 
設問 5 (必須) : 
イベント終了時点のあなたの体重を教えてください(記入例:60.1) 
 (    )kg 
設問 6 (必須) : 
あなたの性別は？    ① 男性  ② 女性 
設問 7 (必須) : 
2012 年 4 月 1 日時点の年齢をお答えください。(記入例:42) 
 (    )歳 
設問 8 (必須) : 
最終学歴は次のどれにあてはまりますか？ 
①高等学校 ②高等専門学校 ③短期大学  ④大学  ⑤大学院  ⑥その他 
設問 9 (必須) : 
同居者はおられますか？(家族ではない場合も含む) 
①はい  ②いいえ 
設問 10 (必須) : 
配偶者はおられますか？ 
①はい  ②いいえ 
 v 
 
設問 11 (必須) : 
小学校就学前のお子様をお持ちですか？ 
①はい  ②いいえ 
設問 12 (必須) : 
通勤時間(片道)はどの位ですか？分単位でお答えください。 
1 時間 45 分の場合(記入例:105) 
 (     ) 
設問 13 (必須) : 
通勤時間(片道)のうち、徒歩にかかる時間はどの位ですか？ 
分単位でお答えください。45 分の場合(記入例:45) 
(     ) 
設問 14 (必須) : 
通勤時間(片道)のうち、自転車にかかる時間はどの位ですか？ 
分単位でお答えください。(記入例:15、自転車通勤がない場合は 0 と記入) 
(     )分 
設問 15 (必須) : 
運動･体力作り(ウェア含む)に、月平均どの位のお金を使いますか？ 
①ほとんど使わない ②千円以上～3 千円未満 ③3 千円以上～5 千円未満 
④5 千円以上～1 万円未満  ⑤1 万円以上～2 万円未満  ⑥2 万円以上 
設問 16 (必須) : 
学生時代に部活動など定期的な運動を行っていた期間を年単位でお答えくだ 
さい。(記入例:6、ない場合は 0) 
(     )年 
設問 17 (必須) : 
現在、日常生活でジム、プールや社内のトレーニングルーム(スポーツ系の習
い事含む)などを、利用していますか？ 
①週 6 回以上 ②週に 3～5 回 ③週に 2 回 ④週に 1 回 ⑤月に 2～3 回 
⑥月に 1 回  ⑦数か月に 1 回  ⑧全く利用していない  
設問 18 : 
(日常生活でジムやプール、トレーニングルーム等をご使用される方のみお答 




①週 5 回 ②週に 3～4 回 ③週に 2 回 ④週に 1回 ⑤月に 2～3 回  
⑥月に 1 回 ⑦数か月に 1 回 ⑧全く無い(休日のみ)  
設問 18 (必須) : 
現在、あなたの仕事はどのようなものですか？以下より選択してください。 
①カスタマーソリューション技術 ②ＨＷ技術 ③オフィスサービス職 
④ＳＥ ⑤サービス(運用･ヘルプデスク･教育) ⑥ＳＷ開発(組み込みソ
フト除く) ⑦営業推進 ⑧技術開発 ⑨企画 ⑩企画事務   
⑪生産関連技術 ⑫基他職種(一般事務･技術補助･特務職)   
⑬通信ソリューションＳＥ ⑭保健看護 ⑮その他 
設問 19 (必須) : 
あなたの現在の役職を教えてください。 
①管理職 ②主任  ③担当  ④パート･アルバイト 
設問 20 (必須) : 
仕事についての精神的負担が大きいですか？ 
①小さい  ②大きい  ③非常に大きい 
設問 21 (必須) : 
仕事についての身体的負担が大きいですか？ 
①小さい  ②大きい  ③非常に大きい 
設問 22 (必須) : 
直近 1 カ月の時間外労働時間(健康管理時間)はどれ位ですか？ 
①10 時間未満  ②10 時間以上～45 時間未満   
③45 時間以上～80 時間未満 ④80 時間以上 
設問 23 (必須) : 
不規則な勤務(予定の変更、突然の仕事)が多いですか？ 
①少ない  ②多い 
設問 24 (必須) : 
出張に伴う負担(頻度･拘束時間･時差等)が大きいですか？ 
①少ない  ②多い 
設問 25(必須) : 
深夜勤務に伴う負担が大きいですか？ 






設問 1 (必須) : 
1 回に少なくとも 10 分間以上続けて行う身体活動について、お答え下さい。 
平均的な 1 週間で、強い身体活動(自転車で坂道を上ること、ジョギング、 
テニスのシングルスなど)を行う日は何日ありますか？ 
①毎日 ②週 6 回  ③週 5 回  ④週 4 回  ⑤週 3 回  ⑥週 2 回 
⑦週 1 回  ⑧ない(←設問 3 へ) 
設問 2 : 
(設問 1 で、強い身体活動をしていると回答した人のみ) 
強い身体活動を行う日には、通常、1日どのくらいの時間そのような活動を行 
いますか？分単位でお答えください。(記入例:80) 
 (    )分 




①毎日 ②週 6 回  ③週 5 回  ④週 4 回  ⑤週 3 回  ⑥週 2 回 
⑦週 1 回  ⑧ない(←設問 5 へ) 
設問 4 : 
(設問 3 で、中程度の身体活動をすると回答した人のみ) 
中程度の身体活動を行う日には、通常、1日合計してどのくらいの時間そのよ 
うな活動を行いますか？分単位でお答えください。(記入例 50) 
(    )分 
設問 5 (必須) : 
平均的な 1週間では、10 分間以上続けて歩くことは何日ありますか？ 
ここで、歩くとは仕事や日常生活で歩くこと、あるいは趣味や運動としての 
ウォーキング、散歩など、全て含みます。 
①毎日 ②週 6 回  ③週 5 回  ④週 4 回  ⑤週 3 回  ⑥週 2 回 
⑦週 1 回  ⑧ない(←設問 8 へ) 
設問 6 : 





(    )分 
設問 7 : 
(設問 5 で、歩くと回答した人のみ)通常どのような速さで歩きますか？ 
①かなり呼吸が乱れるような速さ  ②少し息がはずむような速さ 
③ゆっくりした速さ 




(    )分 
設問 9 (必須) : 
休日には、通常、1日合計してどのくらいの時間座ったり寝転んだりして過 
ごしますか？分単位でお答えください。(記入例 80) 






設問 1 (必須) : 
運動をすることに対するあなたの自信の程度についてお聞きします。 
少し疲れているときでも、運動をする自信がある。 
 ①全くそう思わない ②あまりそう思わない ③どちらともいえない 
④少しそう思う   ⑤かなりそう思う 
設問 2 (必須) : 
あまり気分がのらないときでも、運動をする自信がある。 
①全くそう思わない ②あまりそう思わない ③どちらともいえない 
④少しそう思う   ⑤かなりそう思う 
設問 3 (必須) : 
忙しくて時間がないときでも、運動をする自信がある。 
 ①全くそう思わない ②あまりそう思わない ③どちらともいえない 
④少しそう思う   ⑤かなりそう思う 
設問 4 (必須) : 
休暇(休日)中でも、運動をする自信がある。 
 ①全くそう思わない ②あまりそう思わない ③どちらともいえない 
④少しそう思う   ⑤かなりそう思う 
設問 5 (必須) : 
あまり天気がよくないときでも、運動をする自信がある。 
 ①全くそう思わない ②あまりそう思わない ③どちらともいえない 
④少しそう思う   ⑤かなりそう思う 
設問 6 (必須) : 
運動することに対する周囲の人からの支援についてお聞きします。 
家族や友人は、運動のやり方について、アドバイスや指導をしてくれる。 
①全くそう思わない ②あまりそう思わない ③どちらともいえない 
④少しそう思う   ⑤かなりそう思う 
設問 7 (必須) : 
家族や友人は、運動に時間を使うことを理解してくれる。 
①全くそう思わない ②あまりそう思わない ③どちらともいえない 
④少しそう思う   ⑤かなりそう思う 
 x 
 
設問 8 (必須) : 
家族や友人は、運動するように励ましたり、応援してくれる。 
 ①全くそう思わない ②あまりそう思わない ③どちらともいえない 
④少しそう思う   ⑤かなりそう思う 
設問 9 (必須) : 
家族や友人は、一緒に運動をやってくれる。 
①全くそう思わない ②あまりそう思わない ③どちらともいえない 
④少しそう思う   ⑤かなりそう思う 
設問 10 (必須) : 
家族や友人は、運動することについて、ほめたり評価してくれる。 
 ①全くそう思わない ②あまりそう思わない ③どちらともいえない 
④少しそう思う   ⑤かなりそう思う 
設問 11 (必須) : 
運動に対するあなたの考えや感じ方についてお聞きします。 
定期的に運動すると、家族や友人にもっとエネルギーを注ぐことができる。 
 ①全くそう思わない ②あまりそう思わない ③どちらともいえない 
④少しそう思う   ⑤かなりそう思う 
設問 12 (必須) : 
定期的に運動することは、仕事(家事)の邪魔になる。 
①全くそう思わない ②あまりそう思わない ③どちらともいえない 
④少しそう思う   ⑤かなりそう思う 
設問 13 (必須) : 
定期的に運動すると、ぐっすり眠ることができる。 
①全くそう思わない ②あまりそう思わない ③どちらともいえない 
④少しそう思う   ⑤かなりそう思う 
設問 14 (必須) : 
運動すると筋肉痛になるので、日常生活に支障をきたす。 
①全くそう思わない ②あまりそう思わない ③どちらともいえない 
④少しそう思う   ⑤かなりそう思う 
設問 15 (必須) : 
定期的に運動すると、自分自身の身体(肉体)をより好きになる。 
①全くそう思わない ②あまりそう思わない ③どちらともいえない 
 xi 
 
④少しそう思う   ⑤かなりそう思う 
設問 16 (必須) : 
運動すると、家族や友人と過ごす時間がなくなるので寂しい。 
①全くそう思わない ②あまりそう思わない ③どちらともいえない 
④少しそう思う   ⑤かなりそう思う 
設問 17 (必須) : 
定期的に運動すると、身体を使う仕事を楽にできるようになる。 
①全くそう思わない ②あまりそう思わない ③どちらともいえない 
④少しそう思う   ⑤かなりそう思う 
設問 18 (必須) : 
運動すると、暑くて汗をかくので、あまり心地よさを感じない。 
①全くそう思わない ②あまりそう思わない ③どちらともいえない 
④少しそう思う   ⑤かなりそう思う 
設問 19 (必須) : 
定期的に運動するとあまりストレスを感じない。 
①全くそう思わない ②あまりそう思わない ③どちらともいえない 
④少しそう思う   ⑤かなりそう思う 
設問 20 (必須) : 
天気によって影響を受けず、また楽しい運動を探すことは難しい。 
①全くそう思わない ②あまりそう思わない ③どちらともいえない 
④少しそう思う   ⑤かなりそう思う 
設問 21 (必須) : 
定期的に運動すると、仲間づきあいが活発になる。 
①全くそう思わない ②あまりそう思わない ③どちらともいえない 
④少しそう思う   ⑤かなりそう思う 
設問 22 (必須) : 
定期的に運動すると、時間が無駄になる。 
①全くそう思わない ②あまりそう思わない ③どちらともいえない 
④少しそう思う   ⑤かなりそう思う 
設問 23 (必須) : 
定期的に運動を行うと、緊張感を和らげてくれる。 
①全くそう思わない ②あまりそう思わない ③どちらともいえない 
 xii 
 
④少しそう思う   ⑤かなりそう思う 
設問 24 (必須) : 
定期的な運動は、あまりにも多くの体力を必要としすぎる。 
 ①全くそう思わない ②あまりそう思わない ③どちらともいえない 
④少しそう思う   ⑤かなりそう思う 
設問 25 (必須) : 
定期的な運動は、私の人生に対して肯定的な見通しを立てることに役立つ。 
①全くそう思わない ②あまりそう思わない ③どちらともいえない 
④少しそう思う   ⑤かなりそう思う 
設問 26 (必須) : 
定期的に運動すると、あまりにもお金がかかりすぎる。 
 ①全くそう思わない ②あまりそう思わない ③どちらともいえない 
④少しそう思う   ⑤かなりそう思う 
設問 27 (必須) : 
定期的に運動すると、やせたり、身体が丈夫になったり、体力がつく。 
 ①全くそう思わない ②あまりそう思わない ③どちらともいえない 
④少しそう思う   ⑤かなりそう思う 
設問 28 (必須) : 
あまりにも仕事が忙しいので、1日の終わりに定期的に運動することはできな
い。 
 ①全くそう思わない ②あまりそう思わない ③どちらともいえない 
④少しそう思う   ⑤かなりそう思う 
設問 29 (必須) : 
定期的に運動すると、いろいろなことを考えるための時間が増える。 
 ①全くそう思わない ②あまりそう思わない ③どちらともいえない 
④少しそう思う   ⑤かなりそう思う 
設問 30 (必須) : 
運動は、あまりにも訓練(練習)を必要とするので、やる気がしない。 
 ①全くそう思わない ②あまりそう思わない ③どちらともいえない 







設問 1 (必須) : 
今回のイベントのエントリー日は、いつですか。5月12日の場合(記入例:0512) 
 (     ) 
設問 2 (必須) : 
今回の参加は個人登録でしたか、それともグループ登録でしたか。 
 ①個人登録 ②2 人 ③3 人 ④4 人 ⑤5 人 ⑥6 人 ⑦7 人 
⑧8 人 ⑨9 人 ⑩10 人 
設問 3 (必須) : 
今回、ＢＭＩ改善コースに参加していますか。 
 ①参加していない  ②1 回目  ③2 回目  ④3 回目以上 
設問 4 (必須) : 
今回、きちんと食べようコースに参加していますか。 
 ①参加していない  ②1 回目  ③2 回目  ④3 回目以上 
設問 5 (必須) : 
今回、健康ウォーキングコースに参加していますか。 
 ①参加していない  ②1 回目  ③2 回目  ④3 回目以上 
設問 6 (必須) : 
今回、ＮＥＣリフレッシュ体操コースに参加していますか。 
①参加していない  ②1 回目  ③2 回目  ④3 回目以上 
設問 7 (必須) : 
今回の参加にあたり、あなた独自の目標を決めましたか？ 
①はい  ②いいえ(←設問 10 へ) 
設問 8 : 
(設問 7 で「はい」と回答したかたのみ、お答えください) 
その目標に、含まれていた項目をすべてお答えください(複数回答可)。 
 ①実施する頻度 ②1回に実施するメニュー(内容) ③1回に実施する量 
 ④目標達成期限 ⑤目標達成時の自分のイメージ(○kg、○歩等) 
設問 9 : 









設問 11 : 
(健康ウォーキングコースの方のみ、お答えください) 




②目標歩数を決めているが、1 日 1 万歩より少ない  
③今回の参加で 1 日 1 万歩を超えたい  
④すでに 1 日 1 万歩を超えている(6 ヶ月未満)  
⑤すでに 1 日 1 万歩を超えている(6 ヶ月以上) 























設問 14 (必須) : 
以下の中で、あなたが記録のために使ったデバイスをすべてお答えください 
(複数回答可)。 
①パソコン(←設問 15 へ) 
②タブレットＰＣ(設問 16 へ) 
③携帯電話(設問 17 へ) 
④スマートフォン(設問 18 へ) 
⑤紙(設問 19 へ) 
⑥その他 
設問 15 : 
(「パソコン」をデバイスとして使っていた方のみ、お答えください) 
平均すると、パソコンへの入力(記録)頻度はどの程度でしたか？ 
①1 日 2 回以上 ②1 日 1 回程度 ③2 日に 1 回程度 ④3 日に 1 回程度 
⑤4 日に 1 回程度 ⑥5～6 日に 1 回程度 ⑦1 週間に 1 回程度  
⑧月に 1～3 回 ⑨全く不定期 
設問 16 : 
(「タブレットＰＣ」をデバイスとして使っていた方のみ、お答えください) 
平均すると、入力(記録)頻度はどの程度でしたか？ 
①1 日 2 回以上 ②1 日 1 回程度 ③2 日に 1 回程度 ④3 日に 1 回程度 
⑤4 日に 1 回程度 ⑥5～6 日に 1 回程度 ⑦1 週間に 1 回程度  
⑧月に 1～3 回 ⑨全く不定期 
設問 17 : 
(「携帯電話」をデバイスとして使っていた方のみ、お答えください) 
平均すると、入力(記録)頻度はどの程度でしたか？ 
①1 日 2 回以上 ②1 日 1 回程度 ③2 日に 1 回程度 ④3 日に 1 回程度 
⑤4 日に 1 回程度 ⑥5～6 日に 1 回程度 ⑦1 週間に 1 回程度  




設問 18 : 
(「スマートフォン」をデバイスとして使っていた方のみ、お答えください) 
平均すると、入力(記録)頻度はどの程度でしたか？ 
①1 日 2 回以上 ②1 日 1 回程度 ③2 日に 1 回程度 ④3 日に 1 回程度 
⑤4 日に 1 回程度 ⑥5～6 日に 1 回程度 ⑦1 週間に 1 回程度  
⑧月に 1～3 回 ⑨全く不定期 
設問 19 : 
(「紙」をデバイスとして使っていた方のみ、お答えください) 
平均すると、記載頻度はどの程度でしたか？ 
①1 日 2 回以上 ②1 日 1 回程度 ③2 日に 1 回程度 ④3 日に 1 回程度 
⑤4 日に 1 回程度 ⑥5～6 日に 1 回程度 ⑦1 週間に 1 回程度  
⑧月に 1～3 回 ⑨全く不定期 
設問 20 (必須) : 
今後、あなたはどのような頻度で歩数計や活動量計を着用したいですか？ 
①ほぼ毎日 ②週に 3～5 回程度 ③週に 2 回程度 ④週に 1 回程度 
⑤月に数回程度 ⑥不定期 ⑦次の健康ウォーキングまで着用予定なし 
⑧全く着用するつもりはない ⑨全く未定 
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